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13 平成16年度山梨県林業・木材産業改善資金特別会計歳入歳出決算書
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14 平成16年度山梨県流域下水道事業特別会計歳入歳出決算書
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15 監査委員の意見
平成17年11月17日

山梨県知事　山　本　栄　彦　殿
山梨県監査委員　長　　沼　　公　　彦
山梨県監査委員　早　　川　　正　　秋
山梨県監査委員　横　　内　　公　　明
山梨県監査委員　皆　　川　　　　　巖

平成16年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の審査意見について

地方自治法第233条第２項の規定に基づき審査に付された平成16年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について審査した結果、次のとおり意見書を提出します。

平成16年度歳入歳出決算審査意見書

第１　審　査　の　対　象

平成16年度　　山 　 梨 　 県 　 一 　 般 　 会 　 計

平成16年度 山 梨 県 恩 賜 県 有 財 産 特 別 会 計

平成16年度 山 梨 県 教 育 奨 励 資 金 特 別 会 計

平成16年度 山 梨 県 災 害 救 助 基 金 特 別 会 計

平成16年度 山梨県母子寡婦福祉資金特別会計

平成16年度 山梨県中小企業近代化資金特別会計

平成16年度 山 梨 県 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計

平成16年度 山 梨 県 市 町 村 振 興 資 金 特 別 会計

平成16年度 山 梨 県 県 税 証 紙 特 別 会 計

平成16年度 山 梨 県 集 中 管 理 特 別 会 計

平成16年度 山 梨 県 商 工 業 振 興 資 金 特 別 会計

平成16年度 山梨県林業・木材産業改善資金特別会計



山 梨 県 公 報 号 外 第 十 九 号 　 　 平 成 十 八 年 三 月 三 十 一 日 二 七

平成16年度 山 梨 県 流 域 下 水 道 事 業 特 別 会計

第２　審　査　の　手　続
審査に当たっては、
１　決算の計数は、関係諸帳票及び証拠書類等と符合し正確であるか
２　予算の執行は、議決の趣旨に沿って適正かつ効果的に行われているか
３　財務に関する事務は、財務規則及び関係法令等に適合して公正に処理されているか
４　財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか

などの諸点に主眼をおき、決算報告書、諸帳票及び証拠書類等を精査照合するとともに、関係職員から概況を聴取し、併せて定例監査及び例月現金出納検査の結果を踏ま
え決算審査を行った。

第３　審査の結果及び意見
一般会計及び各特別会計の決算は、関係諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書の計数と合致しており、また、予算の執行、財務に関する事務及び財産の管理

は、適正に行われているものと認められた。
しかしながら、次のような留意又は改善すべき事項が見受けられるので、適切に処理されるよう要望する。

１　一般会計について
（１）歳　入
①　歳入決算額は、4,824億2,601万3,649円で、前年度に比較すると212億4,328万5,160円（4.2％）の減となっている。

歳入状況を自主財源と依存財源でみると、歳入総額に占める割合は、自主財源が33.8％、依存財源が66.2％となっており、自主財源の割合は、前年度に比較して 3.4
ポイント増加している。
これは、歳入総額が212億円余り減少する中で、自主財源の県税及び地方消費税清算金等が、101億1,507万1,394円（6.6％）増加したことと、依存財源の県債、地方

交付税及び国庫支出金等が313億5,835万6,554円（8.9％）の減と大幅に減少したことなどによるものである。
今後、県税収入の大幅な伸びが期待できない一方で、国庫支出金や地方交付税は、さらに減少が見込まれる状況である。
県の財政基盤の安定を図るためには、県内経済の活性化を積極的に進めるとともに、県税をはじめとした自主財源の充実、確保に努力する必要がある。
同時に、地方分権の推進につながるような三位一体の改革がなされ、地方税財源の充実と地方交付税の財源保障・財源調整両機能が強化されるよう引き続き国に要

望することを望むものである。
② 県債は、前年度に比較して155億725万617円（14.6％）減少したものの、県債発行額が県債償還額を上回っていることから残高は8,232億4,679万7,099円と年々累増
している。
県債残高の増加は、後年度の大きな財政負担となり、財政の硬直化を招く要因ともなることから、なお一層慎重な対応を望むものである。

③　不納欠損額は、4億387万1,690円で、前年度に比較すると、5,068万8,021円（14.4％）増加している。
不納欠損処分に当たっては、今後とも実態の把握に努め、適切に処理されることを望むものである。

④　収入未済額は、48億9,573万495円で前年度に比較すると554万5,811円（0.1％）増加している。
このうち、県税の収入未済額は、42億3,919万9,004円であり、その主なものは個人県民税14億6,437万1,680円、自動車税10億9,255万51円及び不動産取得税10億3,169
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万8,921円である。
県税以外の収入未済額の主なものは、県営住宅使用料3億9,389万4,654円、県税の加算金等3,852万1,710円及び高齢者居室等整備資金償還金2,643万67円である。
収入未済額は、48億円余と引き続き多額である。債権の回収は、厳しい財政状況の中、財源確保と公平負担の観点から重要な課題であり、今後とも滞納の実態把握

に努め、督促、滞納処分等法令に基づく厳正な債権管理を行い、収入未済額の解消と新規発生の防止に努力されたい。
また、連帯保証人に対する請求や強制執行などを講じても、なお回収の見込みのない債権及び時効が完成した債権については、債権管理の効率性や決算における債

権の適正な表示を行う意味から、不納欠損処分の手続きを行うことについて検討するなど、実態に即した処理を望むものである。
（２）歳　出
①　歳出決算額は、4,706億8,758万7,992円で、前年度に比較すると209億5,932万3,729円（4.3％）の減となっている。

性質別決算状況をみると、行政経費は2,191億1,814万6,000円で、前年度に比較して38億5,259万8,000円（1.7％）減少したものの、構成比は46.6％と前年度より1.2ポ
イント増加している。
投資的経費は1,535億3,525万9,000円で、前年度に比較して189億4,854万2,000円（11.0％）減少し、構成比も32.6％と前年度より2.5ポイント減少している。
公債費は811億5,068万1,000円で、前年度に比較して60億2,473万5,000円（8.0％）増加し、構成比も17.2％と前年度より1.9ポイント増加している。ただし、特定資金

公共投資事業債（NTT債）償還額が65億6,796万1,000円あり、これを除いた実質的な公債費は、745億8,272万円となり、前年度と比較して5億4,322万6,000円（0.7％）
減少している。

② 一般会計の実質単年度収支は、4億6,548万7,933円の黒字となったものの、県債管理基金18億円、公共施設整備等事業基金14億円を取り崩しており、極めて厳しい財
政状況にある。

③ 財政指標（普通会計ベース）で見ると、財政構造の弾力性を示す指標の一つである、経常収支比率は86.8％、公債費負担比率は23.8％となり、それぞれ前年度と比
較して2.4ポイント、0.5ポイント、ともに悪化した。
経常収支比率の悪化は、地方交付税、臨時財政対策債が大幅に削減されたことによるものであり、長期的にみても平成３年度以降悪化傾向にある。
今後、歳入面では国庫支出金や地方交付税等の減少、歳出面では介護保険事業費や老人医療費等の義務的経費の増加が見込まれるなど、一段と厳しい財政状況にな

るものと予想される。
こうした中で、「創・甲斐プラン21」の着実な推進を図り、「誇れる郷土　活力ある山梨」の実現に向けた施策が展開できるよう、行財政改革プログラムを着実に実

行しつつ、施策の緊急性等優先度を十分吟味し、なお一層限られた財源の重点的かつ効率的な配分に努められたい。
④ 翌年度繰越額は、112事業、382億6,211万7,084円で、前年度に比較して事業数では16事業減少し、金額も41億1,774万4,184円（9.7％）減少している。内訳は、継続
費逓次繰越10事業、79億7,743万1,192円、繰越明許費74事業、274億5,789万7,419円、事故繰越し28事業、28億2,678万8,473円である。
今後とも計画的な事業執行に努め、その抑制に努力されたい。

⑤ 不用額は138億1,313万4,192円で、前年度に比較して25億2,512万33円（22.4％）増加している。
今後とも、事務事業の見直しをさらに進め、実態に即した予算の配分と執行に努められたい。

⑥ 平成17年２月に実施した酪農試験場に対する随時監査において、多額の使途不明金や時間外勤務手当の不正受給等が確認された。全額が弁済されたものの、今後は
県民の信頼回復に向けて、厳正なる事務執行体制の確立や職員の指導、監督に努められたい。

⑦ 工事の変更契約については、毎年度設計変更が多いことを踏まえ、平成16年度を対象とした今年度の定例監査においても、変更理由・手続きの適否について重点的
に監査している。
これまでのところ、変更契約理由は、ほとんどが契約後の施工条件変更等、やむを得ない理由によるものであると認められたが、一部に不適切なものが見受けられ

た。
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また、変更手続きが不適切であったものや一部に積算誤りが見受けられたことから、今後とも事前準備や設計段階等において適切な事務の執行に努められたい。

２　特別会計について
各会計ごとの収入未済額は、次のとおりである。その総額は58億5,954万4,393円で、前年度に比較して0.4％増加している。
収入未済額の主なものは、平成12年度に発生した、中小企業近代化資金特別会計に係る倒産した「味のふるさと協業組合」の55億3,493万 6,000円である。
今後も、貸付原資の確保等のうえから適切な債権管理を行い、一層収納促進に努めるとともに、長期の収入未済金については、実態の把握に努め、適切に処理されるこ

とを望むものである。
恩 賜 県 有 財 産 特 別 会 計 4,597万1,021円
教 育 奨 励 資 金 特 別 会 計 1,611万6,600円
母 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計 1億 339万1,716円
中小企業近代化資金特別会計 55億9,009万2,440円
農 業 改 良 資 金 特 別 会 計 9,921万2,616円
林業・木材産業改善資金特別会計 476万 円

３　財産について
公共事業等に伴う取得用地のうち未登記のものは、当年度取得分410筆余を含め、平成16年度末累計で5,900筆を超えている。
県有財産の適正管理の観点から、未登記の解消に向け、なお一層努力されたい。

山 梨 県 告 示 第 百 九 十 六 号 の 二

平 成 十 七 年 十 二 月 定 例 県 議 会 に お い て 議 決 さ れ た 平 成 十 六 年 度 山 梨 県 公 営 企 業 会 計 の

決 算 及 び 当 該 決 算 に 係 る 監 査 委 員 の 意 見 は 、 次 の と お り で あ る 。

平 成 十 八 年 三 月 三 十 一 日

山 梨 県 知 事 山 　 　 本 　 　 栄 　 　 彦

１　決算の認定に係る議会の議決　認定
２　山梨県営電気事業
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